
マイナビキャリアリサーチLab 業界研究レポート
運輸・郵便業界（2026年5月）

1）業況判断D.I.

・企業の業況感は、中東情勢の影響を受けつつも全体として良好な水準で推移している。３月短観の業況判断ＤＩ
（全産業全規模）をみると、「良い」超幅は＋18 と 1991 年８月以来の良好な水準となったが、先行きについては
中東情勢への懸念から＋11 とやや大きめの悪化が見込まれている【図1】。
（日本銀行「経済・物価情勢の展望2026年4月」)

・運輸・郵便業界は、２４年１２月以降全体を上回って推移していたが、26年6月は下回る結果となった。 【図2】

【図1】日銀短観（「良い」-「悪い」）
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先行き
（26年6月）【図2】産業別 日銀短観（「良い」-「悪い」）

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」業況判断D.I.より作成



2）雇用情勢（求人数）

2026年3月の有効求人数は223.7万人で前月比2.6万人減、前年同月比で13.2万人減となった。有効求職者
数は189.2万人で前月比1.3万人減、前年同月比では0.2万人増となった。
有効求人倍率は1.18倍で前月比で0.01ｐｔ減、前年同月比で０．０7pt減となった。
前回号でも報告したとおり、2025年の有効求人倍率は1.22倍となり、年ベースで減少するのは2年連続となっ
たが、2026年に入って以降も、省人化、最低賃金の引き上げに伴い、求人を控える動きが継続しているようだ。
【図3】

・運輸・郵便業界の新規求人数は4.25万人で前年同月比95.4%、前年同月の4.45万人と比較すると0.2万人の
減少となった。 【図4】

【図3】求人、求職および求人倍率の推移

厚生労働省「一般職業紹介」有効求人倍率、新規求人数、有効求職者数 パート含む（季節調整値）より作成
※過去数値は2026年1月公表の結果で更新
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【図4】運輸業,郵便業 新規求人数推移

厚生労働省「一般職業紹介状況」産業・事業所規模別新規求人数 パート含む（実数）より作成
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3）雇用情勢（完全失業率、雇用人員判断D.I.）

・完全失業率は2025年後半だけを見るとやや高まる傾向もみられるが、全体的には緩やかに改善傾向が続いて
おり、ここ数年はほぼ横ばいで推移している。2026年3月は2.7％だった。【図5】

・運輸・郵便業界の人手不足感は26年1～3月期で‐59と高く、先行きについても‐63となっており、全産業と比
較しても人手不足傾向が強く、またその状態が続いている。 【図6】

【図5】完全失業率

総務省統計局「労働力調査調査」完全失業率 年齢階級別（季節調整値）より作成
※過去数値は2026年1月公表の結果で更新
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【図6】雇用人員判断D.I.（過剰ー不足）
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4）＜中途採用市場＞ 正社員の平均初年度年収 ＊マイナビデータ
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【図7】 物流・倉庫業界の平均初年度年収

マイナビ「正社員の平均初年度年収推移レポート」より作成

「正社員の初年度年収レポート」における年収集計方法
該当月における、総合転職情報サイト「マイナビ転職」に掲載開始された求人情報から、雇用形態が正社員以外のデータを除き
集計。厚生労働省「国民生活基礎調査 所得の分布状況」を元に、所得金額上側1％を本レポートでは外れ値として設定。
マイナビ転職では、初年度年収は求人ごとに幅をもって記載されているが、当レポートでは各求人に掲載されている初年度年
収の下限と上限の中間の値を平均値として「初年度年収」を算出した。
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【図8】 物流・倉庫業界の求人件数推移

マイナビ「正社員の求人件数・応募数推移レポート」より作成

「正社員の求人件数・応募数推移レポート」における求人数集計方法
該当月における、弊社総合転職情報サイト「マイナビ転職」に掲載開始された求人情報から、雇用形態が正社員以外のデータ
を除き集計。

物流・倉庫業界の平均初年度年収は2023年平均から2025年平均にかけて増加している。月次推移をみると
2026年3月は430.7万円となっており、前月から5.4万円減少、前年同月から30.1万円減少している。【図7】 
求人件数については、年間平均では2020年以降継続的に増加している。月次推移をみると、2026年3月は
153.9％となっており、前月から18.6pt増加、前年同月からは11.7pt増加している。【図8】 



5）雇用・労働に関する法律・制度の制定、改正

●女性活躍推進法の改正 ※2026年4月1日施行

【改正概要】
情報公表の必須項目の拡大

・従業員数301名以上の企業は、これまで公表を義務付けられていた「男女間賃金差異」「女性管理職比率」に加え、
新たに「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」に関する実績から1項目、「職業生活と家庭生活との両
立に資する雇用環境の整備」に関する実績から1項目を選択・公表することが求められ、合計4項目以上の情報公表
が義務付けられる。

・従業員数101～300人の企業は、 「男女間賃金差異」「女性管理職比率」に加え、新たに「女性労働者に対する職
業生活に関する機会の提供」、もしくは「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備」に関する実績から
1項目を選択・公表することが求められ、合計3項目以上の情報公表が義務付けられる。

【詳細】改正のポイント
厚生労働省リーフレット： https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001620180.pdf

女性活躍推進法とは：
企業が自社の女性の採用率や管理職の状況、男女間の賃金差異などを把握・分析し、課題解決の
ための行動計画を策定・公表することを定めた法律

改正後改正前企業規模

男女間賃金差異及び女性管理職比率に加え
て、2項目以上を公表

男女間賃金差異に加えて、2項目以上を公
表

301人以上

男女間賃金差異及び女性管理職比率に加え
て、1項目以上を公表

1項目以上を公表101～300人

●子ども・子育て支援金制度の開始 ※2026年4月1日施行

こども未来戦略「加速化プラン」で定められた、児童手当の拡充や育休給付の手取り10割相当へ
の拡充などの子育て支援の拡充は既に実施されており、その財源の一部となる「子ども・子育て
支援金」については、 令和８年度から全ての世代・企業から拠出されることが法律に規定されて
いる。

令和８年度の個人や世帯の支援金額（平均月額）の試算は以下のとおり。
健保組合：被保険者一人当たり約550円
国民健康保険：一世帯当たり約300円
後期高齢者医療制度：被保険者一人当たり約200円
（参考）被用者保険（健保組合、協会けんぽ、共済組合）に共通の支援金率（一律の率）： 0.23％

●健康保険 被扶養者認定にかかわる収入基準の判定方法の変更 ※2026年4月1日施行

健康保険被扶養者として認定されるかどうかの基準のひとつに、年間収入が130万円以上とな
るのであれば、健康保険の扶養には入れない（配偶者等の被扶養者になれない）というものがあ
るが（年齢によっては、150万円または180万円となる場合もある）、その判定方法が変更となる。

【これまで】年間収入は対象者の「今後1年間の収入の見込み額」によって判定

【これから】対象者の労働契約で定められた賃金、つまり、雇用契約書や労働条件通知書に記載
された労働条件（賃金額と労働日数や労働時間）から見込まれる年間収入によって判断する。
※当初想定されなかった臨時の収入（残業代や一時金）により、結果的に年間収入が 130 万円以上となった場合で
あっても、当該臨時収入が社会通念上妥当である範囲に留まる場合には、被扶養者から外れることはありません。

【詳細】
こども家庭庁：https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001670257.pdf


